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株式会社 カスタネット

　　【流  動  資  産】 【 679,774 】 　　【流  動  負  債】 【 159,288 】

現 金 及 び 預 金 522,434 買 掛 金 70,735

売 掛 金 151,465 未 払 金 26,433

売 掛 金 244 未 払 法 人 税 等 22,665

立 替 金 2 未 払 消 費 税 等 17,928

前 払 費 用 5,592 前 受 金 2,361

未 収 収 益 34 預 り 金 14,123

　　【固  定  資  産】 【 54,537 】 賞 与 引 当 金 5,040

　　（有形固定資産） ( 1,723 ) 　　【固  定  負  債】 【 24,115 】

建 物 付 属 設 備 1,334 退 職 給 付 引 当 金 23,444

器 具 ・ 備 品 389 受 入 保 証 金 670

　　（無形固定資産） ( 2,709 )

ソ フ ト ウ ェ ア 1,561

電 話 加 入 権 1,148
　　【株　主　資　本】 【 550,908 】

　　（投資その他の資産） ( 50,105 )
　　　【資　本　金】 （ 100,000 ）

長 期 前 払 費 用 17,328
　　　【資　本　剰　余　金】 （ 62,097 ）

繰 延 税 金 資 産 17,660
資 本 準 備 金 12,000

差 入 保 証 金 11,543
その他資本剰余金 50,097

3,572
会 員 権 　　　【利　益　剰　余　金】 （ 388,811 ）

利 益 準 備 金 13,000

繰 越 利 益 剰 余 金 375,811

 (うち当期純利益) （ 68,788 ）

734,312 734,312

(注)記載の⾦額は、千円未満の端数を切り捨てて表⽰しております。

負  債  の  部  合  計 183,403

純　　資　　産　　の　　部

資  産  の  部  合  計 負債及び純資産の部合計

純  資  産  の  部  合  計 550,908

貸　　借　　対　　照　　表
令和 4年 6月 30日　現在

（単位：　千円）

科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目 金　　　　額

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部



株式会社 カスタネット

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
1. 資産の評価基準及び評価方法
　　①棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　　仕掛品 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

2. 固定資産の減価償却の方法
　　①有形固定資産 建物附属設備 定率法を採用しております。

　ただし、平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備については、定額法を
　採用しております。
器具・備品 定率法を採用しております。

主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物附属設備 15年
器具・備品 3年～15年

3. 引当金の計上基準
　　①貸倒引当金 債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

　　②賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上
しております。

　　③退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく当事業年度末における
要支給額により計上しております。

4. 収益及び費用の計上基準
　　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務
　を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
　(1) システム開発
　　　　システム開発における顧客との契約形態は、顧客の要求やソフトウエアの開発段階において、請負契約
　　及び準委任契約並びに派遣契約に大別されます。
　　　請負契約は、主として顧客の要求する仕様lこ沿ったシステムやソフトウエアを制作し顧客に納品するもの
　　であり、当社は成果物を完成させる責任を有しております。準委任契約及び派遣契約は、主としてシステム
　　エンジニア等の専門要員の労働力を契約期間にわたって顧客に提供するものであり、当社は成果物を完成
　　させる責任を有しておりません。
　　　請負契約による取引については、期間のごく短い契約を除き、作業の進捗に伴い顧客に財又はサー ビス
　　が移転し、一定の期間にわたり履行義務を充足することから、その進捗度に応じて収益を認識しております。
　　進捗度の測定には、期末日における見積原価総額に対する実際発生原価の割合に基づくインプット法を
　　使用しております。
　(2) システム開発に関連するサービス
　　　　製品販売に関しては、顧客に製品を引き渡した時点で支配が移転し、履行義務が充足されることから、
　　当該時点で収益を認識しております。また、製品保守については、時の経過に応じて履行義務が充足される
　　ことから、保守期間にわたり契約金額を按分して収益を認識しております。

5. 消費税等の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記
　当事業年度より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 令和2年3月31日。以下「収益認識
会計基準」という。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号
令和3年3月26日）を適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと
交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
　当社は、従来は進捗部分について成果の確実性が認められる取引には工事進行基準を、それ以外の取引
には、工事完成基準を適用しておりましたが、これを一定の期間にわたり充足される履行義務は、期間がごく
短い場合を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり
認識し、一時点で充足される履行義務は、履行義務を充足した時点で収益を認識することとしております。
なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、見積総原価に対する発生原価の割合（インプット法）
で算出しております。

Ⅲ．貸借対照表に関する注記
1. 有形固定資産の減価償却累計額 10,858 千円
2. 関係会社に対する金銭債権債務額
　　　短期金銭債権 株式会社CIJ 19,418 千円
3. 契約資産および契約負債の残高等
　　　顧客との契約から生じた債権 146,343 千円
　　　契約資産 5,122 千円
　　　契約負債 2,133 千円

Ⅳ．税効果会計に関する注記
1. 繰延税金資産の発生の原因別の内訳は、次のとおりであります。
　　　　繰延税金資産 17,660 千円

未払事業税 1,935 千円
賞与引当金 1,726 千円
退職給付引当金 8,032 千円
一括償却資産償却超過額 1,222 千円
保証金償却 670 千円
株式報酬費用 3,874 千円
未払確定拠出年金 198 千円

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の内訳は、次のとおりであります。
　　　　法定実効税率 34.26 ％
　　　　（調整）

交際費損金不算入 0.38 ％
住民税均等割 0.84 ％
株式報酬費用（自己都合） 0.68 ％
その他 △ 0.04 ％

　　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.12 ％

Ⅴ．一株当たり情報に関する注記
　　一株当たり純資産額 81,016 円2銭
　　一株当たり当期純利益 10,115 円89銭

Ⅵ．記載金額は、単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

個別注記表
自　令和3年 7月 1日　　至　令和4年 6月 30日 




